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序　　文序　　文序　　文序　　文序　　文

　国際協力事業団は、1989年11月から５年間、慶応義塾大学、九州大学、東北大学の協力を得て、

中国医科大学内に設置された中日医学教育センターに対し、カリキュラム、教育手法、教材開発

を通じた日本語による基礎医学教育の質的向上を目的としたプロジェクトを実施し、日中双方の

緊密な協力により大きな成果を収めました。

　こうした背景のもと、中国政府は、協力の成果を臨床医学教育に展開すべく、卒前臨床医学教

育ならびに卒後臨床医学教育に携わる人材の医療技術の向上と研修内容の改善を図るプロジェク

トの実施を要請してきました。

　本要請を受け、国際協力事業団は1995年４月に実施協議調査団を派遣、プロジェクト実施にか

かる協議を行って合意に達し、同４月26日から５年間の協力期間をもって中日医学教育センター

臨床医学教育プロジェクトが開始されました。

　このたび、プロジェクト開始後２年を経過し、活動の進捗状況を踏まえて日中関係者による中

間評価を行い、残る協力期間の活動実施計画を策定することを目的として、1997年６月４日から

11日までの日程で、慶應義塾大学医学部長の猿田享男氏を団長とする巡回指導調査団を派遣しま

した。

　本報告書は、上記調査団の調査結果を取りまとめたものです。ここに、本調査にご協力を賜り

ました関係各位に深甚なる謝意を表しますとともに、本プロジェクトの実施運営に対しましてさ

らなるご指導、ご鞭撻を賜りますようお願い申し上げます。

　1997年６月

国際協力事業団国際協力事業団国際協力事業団国際協力事業団国際協力事業団　　　　　　　　　　　　　　　
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１．１．１．１．１．巡回指導調査団派遣巡回指導調査団派遣巡回指導調査団派遣巡回指導調査団派遣巡回指導調査団派遣

１－１　調査団派遣の経緯と目的

　中国医科大学は遼寧省瀋陽市にあり、衛生部直轄の重点大学のひとつである。同校は1948年の

設立当初より日本語による医学教育に力を注いでおり、1961年には日本語クラスを創設した。

　わが国は、同大学に設置された中日医学教育センターに対し、主に基礎医学の分野に主たる協

力の範囲を置き、1989年から５年間のプロジェクトを実施し、医学教育の発展に寄与した。

　さらに上記プロジェクトで得られた基礎教育分野での成果を基盤として、臨床医学教育の分野

に協力の重点を移し、日本語クラスの卒前臨床教育および研修医の卒後臨床教育に携わる人材の

医療技術の向上と臨床実習に際しての研修内容の改善に寄与すべく1995年から５年間の協力期間

をもって本プロジェクトが開始された。

　現在、プロジェクト開始後２年を経過し、同大学での臨床医学教育改革はほぼ順調に進捗して

おり、臨床実習大綱改革案の作成が進行中である。

　こうした状況に鑑み、当調査団は、３年目の中間評価として、プロジェクトが実施協議の段階

で想定されていたとおり円滑に進められているかを調査検討し、さらに、その評価結果に基づい

て、中華人民共和国（以下、中国）政府およびプロジェクト関係者と意見交換を行い、実施計画

の軌道修正あるいは追加的措置を検討し、協力目標の達成を図ることを目的として派遣された。

　なお、同調査団は効率的、効果的なプロジェクトの運営管理および評価のためプロジェクト・デ

ザイン・マトリックス（PDM）を導入することに関する協議ならびに本年度（1997年度）受入れ

予定の研修員の面接を行った。

１－２　調査団の構成

当　担 名　　氏 属　　　所

長団 括　　総 男享　田猿 長部学医学大塾義應慶

員団 科　　眼 久芳　口小 授教室教学科眼部学医学大塾義應慶

員団 科人婦産 敏正　野佐 師講科人婦産部学医学大州九

員団 科　　内 夫昌　槻大 授教室教学報情療医部学医学大北東

員団 育教学医 功　　浦松 室導指院病学大課育教学医局育教等高省部文

員団 修研床臨 信敏　藤佐 佐補長課課事医局策政康健省生厚

員団 画計力協 子恭　原北 理代長課課一第力協療医部力協療医団業事力協際国

員団 訳　　通 子洋　藤加 部理監修研ータンセ力協際国本日
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１－４　主要面談者

(1) 日本側関係者

１）在中華人民共和国日本国大使館

　北川博一　　一等書記官

２）在瀋陽日本国総領事館

　大和滋雄　　総領事

３）JICA中国事務所

　熊岸健治　　所長

　渡辺雅人　　所員

(2) 中国側関係者

１）国家科学技術委員会

　封兆良

２）衛生部

　高細水　　　国際合作司副司長

　葛麗軍　　　国際合作司双辺関係処副処長

　李　欣　　　国際合作司双辺関係処副研究員

　胡小濛　　　国際合作司官員

３）中国医科大学

　何三光　　　校長

　華桂嵐　　　教務委員会主任

　孫開来　　　中国医科大学副校長

　金魁和　　　中国医科大学副校長

　張偉東　　　中国医科大学副校長

　韓民堂　　　中国医科大学副校長

　李和泉　　　中日医学教育センター副主任

　路振富　　　中日医学教育センター業務処処長

　張君邦　　　中国医科大学第一臨床学院副院長

　董貴章　　　中日医学教育センター附属病院院長

　于　何　　　中日医学教育センター総合処副処長

　姚　江　　　中国医科大学教務処副処長

　崔澤実　　　中国医科大学設備処長

　才　越　　　中国医科大学国際交流処副処長
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　肖玉平　　　中国医科大学人事処副処長

　何維林　　　中国医科大学医政処副処長

　姜志温　　　中国医科大学大学長室主任

　　　勇　　　中国医科大学国際交流処処長

　張　強　　　中日医学教育センター職員（通訳）

　路　軍　　　中日医学教育センター職員（通訳）



－5－

２．２．２．２．２．要　　約要　　約要　　約要　　約要　　約

２－１　調査概要

　本調査団は1997年６月４日から６月11日まで中国を訪問し、北京にて衛生部、プロジェクト関

係者と協議のうえ、R/D追記の署名交換を行ったのち、遼寧省瀋陽市のプロジェクトサイトにおい

て、関係者とこれまでの協力活動のレビュー、今後の協力の方向性についての協議を行い、その

結果をミニッツに取りまとめ署名交換を行った。

(1) 衛生部表敬、R/D追記署名交換

　衛生部より、本プロジェクトには多大な関心をもち、その重要性を認識しているとの発言が

あり、調査団からは衛生部の本プロジェクトへのさらなる支援を要請した。また、機材の有効

活用（共同利用）の重要性を調査団より説明し、衛生部も同様の認識を有していることを確認

した。

　中国の疾病構造について調査団より尋ねたところ、高齢者人口の増加に伴い、今後老人病の

問題が顕在化してくるものと思われるとの回答であった。

　最後に、R/Dの日本人専門家リストに診断病理学と医療情報学の分野を追加することに双方

が合意し、R/D追記の署名交換を行った。

(2) 何中国医科大学学長表敬

　何学長より短期専門家の派遣期間を最低でも３～４週間としてほしいとの要望があり、調査

団は持ち帰り、関係各大学と協議する旨回答した。

　機材の有効活用の問題については、何学長より、すでに第一病院においては過去に供与され

た内視鏡を集め内視鏡センターをつくり、集中管理することを検討しているとの発言があり、

これまで日本側が共同利用の必要性を強調してきた効果が徐々に浸透してきているものと見受

けられた。

(3) 何中国医科大学学長による中間報告

　冒頭、日本、中国の各関係先、協力者の支援に対する謝意を表明したのち、プロジェクトの

実施状況、日中双方のこれまでの投入、当面の問題点と課題について報告がなされた（附属資

料①「中日医学教育センター臨床医学教育プロジェクト中間報告」参照）。

　問題点として何学長が強調した点は、センター付属病院が未完成であり、現状では第一病院

での実習が必要であるため、両病院の協力体制を整え、相互補完体制を強化する必要があるこ

と、短期専門家の派遣期間が短いことであった。
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(4) PDM案の検討

　調査団よりPDM案の個々の項目について説明し、若干の変更を加えたうえで、ミニッツに

添付することに合意した。なお、中国側からは日本側投入の機材供与の金額（約1,000 万～

6,000万円/年）、研修員受入れの人数（２～５名/年）に幅がある点について質問があり、JICA

が単年度予算であるため、幅をもたせていることを説明し理解を得た。

　主な変更点は以下のとおりである。

①ターゲットグループ

　日本語クラス６年生（50名）および中日医学教育センター研修医の担当指導医

→日本語クラス６年生、中日医学教育センター研修医、ならびにその担当指導医

②プロジェクト要約/成果

　4.日本語クラス６年生および中日医学教育センター研修医の教育内容に新医療技術が導

入される。

→日本語クラス６年生および中日医学教育センター研修医の教育内容の向上に新医療技術

が反映される。

③外部条件

　センター付属病院病棟建設計画がＸ年までに完成する。

→センター付属病院病棟建設計画が進捗する。

④外部条件

　指導を受けた指導医の少なくともＸ割がセンター付属病院で勤務を続ける。

→指導を受けた指導医が可能な限り中国医科大学付属病院で勤務を続ける。

⑤外部条件

　第一、第二、センター付属病院が競合しない。

→第一、第二、センター付属病院が協力体制をとる。

(5) 1997年度カウンターパート研修員候補者の面接

　候補者５名の面接を行い、うち４名を1997年度受入れ候補者として選定した。４名のうち

３名は臨床修練が必要であり、そのために必要な語学資格を有する候補者は１名（英語資格）

のみで、他の２名については語学試験の結果を追って連絡させることとした。

　中国側に対しては、今後日本語の語学資格を有する候補者を選定すること、また可能な限り

複数名を選定するように申し入れた。

(6) 合同委員会

　冒頭、何学長より簡潔にプロジェクト進捗状況の報告と問題点の指摘（中間報告に同じ）が
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なされた。

　調査団より、研修員候補者の面接結果を発表し、あわせて、中日医学教育センターには日本

語の堪能な人材が必要であるので、今後は日本語の語学資格を有する候補者を選定するよう要

望し、中国側もこれを受け入れた。

　ミニッツ案の検討については、「1.プロジェクト活動状況等」「2.'97年度（３年目）の実施

計画」は、当初案より大きな変更はなかった。

　「3.実施運営上の問題点、課題及び提言」については、

①1998年度協力対象科目案に関しては、日本側より麻酔科、診断病理学、泌尿器外科、小

児科、神経外科、核医学、血液内科、内分泌内科の８科目を提案したところ、中国側より

心臓外科、胸部外科、皮膚科、口腔外科の４科目の追加の要望があり、前８科目を優先科

目としたうえで、後４科目を加えることとした。

②PDMの導入を記載した。

③日本語クラス６年生の臨床実習、中日医学教育センター研修医の臨床研修の充実のために

必要な措置として、①研修員が帰国後日本語クラス、中日医学教育センター研修医の指導

にあたり、かつ可能な限り付属病院に勤務すること、②付属病院の患者数の増加のための

努力と同病院と第一病院の協力体制の確立、③機材のさらなる有効活用の３点を記載し

た。

　その他、調査団より、臨床教育に必要なカルテ管理の重要性、疾病統計の作成の必要性等に

つき言及した。

(7) ミニッツ署名交換

　６月10日、前日の合同委員会において合意に至ったミニッツに猿田団長、何学長が署名交

換した。

２－２　調査団員報告

２－２－１　猿田団長報告（総括）

　臨床医学教育プロジェクト巡回指導調査団８名は、1997年６月５日瀋陽市を訪れ、1995年

４月から始まった中日医学教育センターにおける第２期プロジェクトである臨床医学教育プロ

ジェクトの進捗状況を視察するとともに、残された２年11カ月間における実施計画について

意見交換ならびに一連の協議を行い、同意書を交換した。

　以下に今回の検討事項と同意内容の主な点について報告する。
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(1) プロジェクトの活動状況

１）全体運営

　プロジェクト開始時から２年１カ月が経過したが、業務はおおむね軌道に乗り順調に経

過している。センター付属病院の患者数も少しずつ増加してきており、供与された機器も

かなり有効に利用されている。

　センター付属病院の病棟建設の見込みは未だたっておらず、日本語クラス６年生の臨床

実習および研修医の教育は、センター付属病院と第一病院の両病院において行われてい

る。第一病院にも日本側の指導が生かされ、中央検査室の改造など、着実な発展がみられ

ている。

　学長、副学長、下里チーフアドバイザーらが中心となった教育改革委員会が発足し、中

国医科大学の臨床医学教育の向上に努めている。中国国家教育委員会による21世紀10年

に向けての教育改革のひとつとして、全国で100大学の選択が行われているところであり、

中国医科大学もそれに選択されるべく、整備が進められているところである。

２）臨床実習や新技術移転

　日本語クラスの授業は順調に行われ、臨床実習の機材も整備されているが、日本語の最

新の教科書がさらに必要と思われた。

　1996年度の機材供与として、KTP/YAGレーザー、可動Ｃ型アーム、コルポスコピー、

経膣超音波診断装置ほか合計７品目につき実施された。このうちKTP/YAGレーザーや経

膣超音波診断装置を用いての診療がかなり行われており、高く評価されていた。問題はこ

のような価値ある機器が故障した場合の修繕であり、特に修繕費の出所が問題となると考

えられた。

(2) 1997年度の実施計画

１）専門家派遣

　下里チーフアドバイザーは病理学専門であり、臨床医学教育プロジェクトの遂行にあ

たっては臨床全般を把握しており、新技術に慣れている比較的若手の長期専門家が１名派

遣されるとこのプロジェクトがいっそう充実する、との下里リーダーからの申し出があっ

た。

　短期専門家の派遣に関しては、これまでに呼吸器内科、循環器内科、内分泌内科、産婦

人科、一般外科、眼科、整形外科、医療情報学および中央検査の９科目が決定され、1997

年度に眼科、整形外科、医療情報学、呼吸器内科、内分泌内科の専門家が派遣されること

になっており、その受入れが待たれている。

　1998年度における短期専門家の派遣および後述する研修員の受入れを考慮した協力科目



－9－

の第１次案として日中双方の協議の結果、麻酔科、診断病理学、泌尿器外科、小児科、神

経外科、核医学、血液内科、内分泌内科の８科を優先的に考慮し、さらに心臓外科、胸部

外科、皮膚科および口腔外科の４科に関しては短期専門家の派遣科目とすることで合意し

た。

２）研修員の受入れ

　1997年度に受け入れる研修員として呂涛（眼科）、徐明利（眼科）、謝林（整形外科）、

張暁曄（呼吸器内科）および楊振（医療情報学）の５名の推薦があったが、1997年度の枠

は４名ということで、呂涛氏を除く４名の受入れが決定された。今回の日本での研修希望

者は５名だけであり、そのうち２名は日本語がほとんど話せず、英語の資格で研修するこ

ととなった。日本語での研修２名は日本語をかなり話せるものの、日本語能力検定試験等

を受けておらず、来日までの期間に可能であれば、日本語能力検定試験を受けられること

が望まれた。

　今後、中日医学教育センターにおける日本語での教育を考えると、日本語を話せるもの

が望ましく、診療科の幅を広げて日本語の話せるものが少しでも多く、日本への研修員の

試験に応募してくれることが望まれる。

３）将来の検討課題

　今回の視察では、新しく導入された PDMに関してかなり詳細にわたって協議したが、

日本における国内委員会で検討していったものとほぼ同じ内容で中国側の同意が得られ

た。

　今回の協議においてプロジェクトが順調に進捗していることが確認されたが、センター

付属病院の病棟建設は資金面のめどがつかず、このプロジェクトの施行期間中に建設され

ないことは確かである。それゆえ、今後もセンター付属病院のほか第一病院をどのように

利用していくかが、重要な課題と考えられた。第一病院内の診察機構も、日本からの短期

専門家の指導を受けて新しくなった部分もあり、明らかに変化がみられ、発展してきてい

る。日本で指導を受けた研修員が、帰国後センター付属病院に勤務することが原則である

が、第一病院に勤務している研修医のなかから日本への研修員が出る状況では、センター

付属病院に適当なポジションがなければ、第一病院に戻って勤務し、日本語クラスの教育

や研修医の指導に励んでもらうしか現状では仕方ないかと思われる。

　ただし、現在のセンター付属病院を少しでも発展させ、日本語クラスを維持していくに

は患者数を徐々に多くしていくように宣伝し、さらに日本からの短期専門家がセンター付

属病院に存在する診療科に優先的に派遣され、少しでも長く滞在して、学生および研修医

の教育・指導により、付属病院の名声を高めることが大切と思われる。

　センター付属病院にはすでに多くの機材が供与され、それらのうち各科で使用可能な機
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材はかなり共同利用されてきているように思われた。問題はそれらの機材の故障時の修繕

であり、修繕費の問題も含めて対策をたてておく必要があると思われた。

　臨床医学研究プロジェクトがかなり順調に進捗しているのは、何三光学長ほか中国医科

大学のスタッフが、日本側の考えをかなり理解するようになったことと、長期専門家とし

て勤務中の下里先生および山本調整員の多大な努力によるところがきわめて大きいと思わ

れた。

２－２－２　小口団員報告（眼科）

(1) 中国医科大学何三光学長の中間報告�　当初計画の25臨床科目から診断病理学と医学情

報の２科目が追加され合計27臨床科目が本プロジェクトの対象科目になっており、このな

かに眼科学も入っている。今回のプロジェクトではこのうち日本語医学クラス６年生の臨床

実習とレジデントの養成計画につき説明があった。

１）新卒前臨床実習大綱

　従来の卒前実習大綱を廃止して新しい大綱を設定した。新大綱は必修学科と選択学科か

らなり、必修学科は内科14週、外科12週、産婦人科５週、小児科５週で、選択学科は耳

鼻咽喉科、眼科、皮膚科、伝染病科、精神神経科、予防医学の６学科から４学科を選択し、

各２週間、合計で８週間の実習を行うことになっている。選択科目についての系統講義は

あるので全く選択科目の知識なしで卒業することはないとのことであった。

２）レジデントの養成大綱

　1997年４月に13科目の「標準的なレジデント養成細則」が設定され、中国医科大学か

ら冊子として資料の提供を受けた。内科、外科、産婦人科、小児科、伝染病科、耳鼻咽喉

科、眼科、皮膚科、口腔外科、麻酔科、救急科、影像科、精神科の13科目について臨床

実習の大綱が記載されている。眼科は64～69ページにわたり詳細に記されており、第一

段階（１年から３年まで）と第二段階（４年から５年まで）の２つの過程に分かれている。

前半は神経内科、循環器内科、救急などの他科の研修も入っており、眼科では診療の基本

となる診断手技や眼処置、前眼部、白内障までの手術を各症例ごとに何例必要かが記載さ

れている。後半の２年間は比較的高度な手術と眼科特殊検査の習得が義務づけられてい

る。

(2) 中国医科大学教育センター付属病院ならびに第一病院視察

１）中国医学教育センター付属病院

　当初600棟の病棟を有する付属病院の建設が予定されていたが、1994年６月２日に外来

棟のみ完成し開院した。当初の600棟の病棟建設は未完成であるため、外来棟を使用し208



－11－

床の小規模の病院として、主として内科、外科、産科、小児科、眼科、整形外科、麻酔科、

神経内科、精神科、放射線科やその他の検査科が機能しているに過ぎない。1994年６月か

ら1997年４月まで外来患者数は14万640名、入院患者6,061名とのことである。このう

ち眼科では外来患者数は１万5,882名で入院患者は408名、手術数は648件であった。医

師数は全体で98名で、このうち日本語のできる医師は42名である。眼科医は総数７名で

日本語のできるのは４名である。208のベッドのうち眼科の定床は15床である。外来患者

は１日約20名であり、季節により異なるが屈折異常や前眼部疾患が多いそうである。今

回の調査でも問題となったが、病院に外来カルテは保存せず患者が持って帰るとのこと

で、統計を取るには困難である。外来カルテを病院に保存する何らかの手段をとる必要が

痛感された。

　今回の病院見学は短時間であったので、眼科の施設、備品などをすべてチェックはでき

なかったが、外来は一応暗室になっており、細隙灯顕微鏡、眼底カメラ、レフラクトメー

ター、視野計（中国製の簡単なもの）、超音波診断装置（眼軸測定可能）などがあり、か

なり設備的には整っているように感じられた。少なくとも外来診療を行うには十分であ

る。しかし圧平眼圧計、レーザー光凝固装置はない状態である。手術室には、トプコンの

手術用顕微鏡とアルコン社製超音波水晶体乳化吸引装置が置いてあり、実際に超音波乳化

吸引術と人工レンズ挿入術が施行されているようである。ただし水晶体手術のできる機会

は少ない。

　眼科はこの病院では手術数は外科の次に症例が多い科であり、今後この病院に病棟が建

設され病床が増えれば、眼科はこの病院の主要な位置を示すのではないかと考えられる。

現在中国の人口構成は60歳以上の人口は全体の６％ということであるが、12億の人口を

考えれば眼科医の不足は目にみえている。現在白内障を持っていても経済的に手術を受け

られない患者も多いと聞いたが、医療行政と手術のできる眼科医が求められていると言え

る。

２）第一病院

　各診療科は全部見る余裕がなく、CT、MRI室や中央検査室、研究室などを見学した。

学生の日本語による授業や学生の試験の方法や問題なども見せてもらったが、今回見学し

た限りでは中国の学生教育に対する熱意と学生の勉学に対する情熱を感じた。当病院で

は、眼科は当直医が救急患者を診察しているのを見学しただけで詳細な説明は聞けなかっ

た。

(3) 1997年度研修員候補者の面談

　今回日本側としては、眼科、呼吸器内科、整形外科、医療情報学の４分野で、眼科は２名、
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その他の３科は各１名ずつの候補者が中国医科大学側から推薦されてきた。眼科候補者の２

名はいずれも日本語クラスの卒業生であり、１名は日本語能力試験１級で、他の１名は笹川

試験を受験し６月末の結果待ちとのことであった。面接は調査団全員が行ったが、佐藤団員

から日本での臨床研修における日本語能力についての適切なアドバイスがあり、実際の日本

語の能力、人格、日本での研修内容などを考慮して、除明利医師に決定した。1998年度の

１月から１年の予定で慶應眼科で臨床修練を行うことになる。他の３分野については予定者

のとおりに決定した。徐明利医師には６月９日夜８時より約２時間にわたり、現在までに

行ってきた臨床実習の内容や第三病院の眼科の現状と実習内容などにつき意見交換した。本

年度中に慶應病院から派遣する医師についても、どのような医師の派遣が適当かなどについ

ても意見を述べてもらった。

２－２－３　佐野団員報告（産婦人科）

　本団員が本プロジェクトに調査団員として参加したのは、事前調査団を初回として３回目で

あり、その間、本プロジェクトに対する中国側の姿勢に多少の変遷が見受けられた。

　本プロジェクトの目的は、過去５年間の基礎医学教育プロジェクトに引き続き、中国医科大

学日本語クラスの存続に協力することであり、その目標として、日本語クラス卒業生の育成が

第一にあげられた。その目標の達成手段として、臨床修練医の受入れ・短期専門家の派遣・医

療機器の無償資金協力等の方法が用いられた。それに対し、中国側の姿勢は、1994年の事前

調査団の時は最新医療機器・最先端医療技術の移転に関心が集中し、1996年の調査団の時以

降は中国医科大学の日本語クラスのみならず医科大学全体の医学教育改革に関心が移行したよ

うに見受けられた。

　そのような姿勢の変遷原因としては、合同委員会の席で話題のひとつとなった中国政府衛生

部の進める医学教育改革が根底にあるものとは思われるが、本プロジェクトにおける調査団・

短期専門家・研修員等の交流を通じて、新技術とは最新機器そのものではなく、その機器を運

用するための診断・治療・効果予後判定・医療経済等のすべてを包括したシステム全体である

という認識に至ったためではないかと考えられた。

(1) 中国衛生部表敬訪問

　衛生部代表・高副司長から、JICAからの中国医科大学への医療協力に対する謝意が述べ

られた。

　R/Dの追記に関しては、中国側から異議は出されなかった。

　日本側から、①中国医科大学第三病院（中日医学教育センター病院）の病棟建設計画、②

中国における外来カルテの管理、③中国政府による国民の疾病統計等について質問がなされ
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た。衛生部の返答では、第三病院病棟建設計画は予算不足のため見通しが立たない、外来カ

ルテは各病院で保管するようになっている、疾病統計はある、とのことであった。

　第三病院病棟建設計画に関しては、何三光校長・第三病院鄭院長に別の機会に尋ねたが、

資金源が未解決であり建設予算等もまだ持ち合わせていなかった。また、外来カルテの件

は、後日の合同委員会の席で衛生部・李研究員から、文化大革命前は各病院が保管していた

が革命後は個人が持ち帰り保管できなくなり、現在もそれが続いているとの説明を受けた。

(2) PDMワークショップ

　PDMの導入は、本調査団派遣前に十分な準備がなされていたと思われ、スムーズに協議

された。本PDMは、このプロジェクトの目的・成果達成の手段・成果の評価法が明確に示

され、プロジェクトの全容がいっそう明確になった。協議の席で問題となった箇所は以下で

あった。

１）用語：指導医とは日本で研修を終了した医師で、帰国後、各科の責任者（教授）のもと

で日本語クラスの臨床教育を担当する。PDMで記載されたカウンターパートとほぼ同義語

的に用いられていた。

２）研修を受けて帰国した指導医は、当初案ではすべて第三病院で勤務することとされてい

たが、中国側からの要望で「可能な限り第三病院で」と変更された。

３）供与機材の修理費を JICAで負担できないか、との要望があったが、日本側からは「で

きない」と返答された。

４）供与機材および研修員受入れ枠が、それぞれ、1,000～ 6,000万 /年、２～５名/年で

は曖昧である。明確にできないかとの要望があったが、日本側から「その年の日本政府の

予算によって決まるので明確にはできない」と返答された。

(3) 第一病院、第三病院等の視察

　第一病院、第三病院、および臨床実技試験センターの視察を行った。

　第一病院の視察は土曜日の午後で外来患者もいなく、手術もなかったが、患者数は多いと

のことであった。臨床検査室は以前の個々の検査室から合同検査室へと改修が終了し新機種

が導入されていた。PCR実験室も同様に新規整備され各科共同の臨床実験が可能との説明

であったが、サンプルを保管する冷凍庫は施錠されており使用中か否かは不明であった。将

来はRI実験も行えるようにしたいとの説明であった。また、第一病院では昨年MRIを購入

し連日稼働しているとのことであった。ちなみに検査費用は1,000元であった。

　第三病院の視察も午後であった。前回（1996年）に比較し患者数が増加しているように

は感じられなかった。しかし、精神科・眼科・骨科（整形）は患者が定着し、内科・外科・
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産婦人科も徐々ではあるが患者数が増加しているとのことであった。しかし、臨床医学教育

の実習病院としてはやはり不足であると思われた。患者数の伸び悩みの原因としては、前回

と同様に、①不況による周辺団地の造成の遅れ、②第三病院の知名度の低さ、③中国国内の

医療制度上の問題、等があると説明された。②に関しては、前回の調査団で広報（宣伝）活

動によって改善できそうだとの意見を提案したが、その後特に宣伝に力を注いでいるように

は見受けられなかった。

(4) 研修員候補者面接

　研修員の面接が予定の５名に対して行われ、４名が1997年度の研修員として選考された。

事前の日本側からの要望では、複数名の候補者を要望していたが、複数候補があったのは眼

科の２名のみであった。その他の科で複数候補が集められなかった理由として、中国側か

ら、日本語クラスの卒業生がその科にいないためと説明された。中国医科大学では、日本語

クラス卒業生約50名のうち中国医科大学に就職できるのは例年15～ 18名であり、就職後

に勤務地を変更できることはむしろ稀である。そのため、科によっては、数年後、日本語ク

ラス卒業生がいない科があるとのことであった。本プロジェクトでは、日本に留学した研修

員は機材の使用法とメンテナンスを日本で学び、帰国後にそれらの機材を使用して指導を行

う方針を取り入れてきた。しかし、1995年度の研修員５名のうち２名が日本から中国に帰

国後すぐに日本に再留学してしまったため、それができず、今年度から中国側が研修員に対

して①パスポートの保管と、②高額の補償金の前納を求めた。よって、裕福でない卒業生が

応募できなくなったことも、候補者が少ない原因のひとつと思われた。

　また、日本で臨床修練を行うための厚生省の資格審査のなかに語学審査があるが、日本語

クラス卒業生の多くが日本語の資格試験が必要だと説明されていなかったため、その試験を

受けていないことも障害となっていた。今後は日本語クラスの卒業生に日本語資格試験の受

験を勧めると、中国側から説明された。ただし、佐藤団員からは、臨床修練医師の語学資格

審査が海外で出張審査されることはなく、誤解を与えないようにと注意が与えられた。おそ

らく、研修員が臨床修練医となるかどうかは書類審査後に厚生省にて決定される、と明記す

る必要があるのではないかと思われた。

　前回および今回のプロジェクトの発足したきっかけのひとつとして、中国医科大学で日本

語に堪能な教官の多くが定年を迎え減少し日本語クラスの維持が困難になりつつあるため、

それを補うという目的があった。それは今回導入されたPDMのプロジェクト目標において

も明確に示され、日本へ受け入れた研修員は帰国後に日本語クラスの教官として活動するこ

とが期待されている。今回選考された４名のうち２名は、日本語も堪能で専門分野の学識も

あり、十分その目標に叶うものと思われた。他の２名は専門分野の学識は十分であるが日本
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語の語学力が十分でなかったり、あるいはその両者に十分ではないように思われた。両名は

中国側からの強い要望で選考され推薦されたが、来日後は本人および派遣先の指導教官の努

力が少なからず要求されると考えられた。

(5) プロジェクト合同委員会

　本プロジェクトの中日合同委員会は1997年６月９日に開催された。

　本委員会では、このプロジェクトに関する全般的な討論および合意が行われた。すなわ

ち、①PDMの作成、②面接結果の報告、③ミニッツの合意、および、④今後のプロジェク

トの方向性に関する討論、⑤その他、であった。本委員会の討論内容の多くは、この報告の

前半部分と重複するので省略する。

　本プロジェクトの当初のR/Dに記載された協力対象科目は25診療科であり、本年度まで

にすでに14診療科が決定された。本年度にR/Dに臨床病理学と医療情報学が追記され、そ

の結果、13診療科が1998年・1999年の協力対象科目として残ることとなった。しかし、今

後の予算の減額等により13診療科すべてに協力することが不可能となった。そのため、合

同委員会では、第三病院への支援と中国医科大学の診療状況に鑑み、残る診療科のなかか

ら、麻酔科・診断病理学・泌尿器外科・小児科・神経外科・核医学・血液内科・内分泌内科

の８科目が優先科目として取り上げられ、双方の了解が得られた。

　また、中国側から、前回のプロジェクトでは医学教育に関するセミナーを３回開催した

が、今回は一度も開催していない、本プロジェクトのなかでも開催したいが１回の経費とし

て150～200万円必要である、本プロジェクトの経費から支出できないか、との要望があっ

た。それに対し、下里リーダーから、主旨には賛成であるが本年度は時期尚早である、今後

の検討課題としたい、と返答された。

　その他として、中国側から第三病院の病棟建設計画が説明された。すなわち、①約600床

の病棟建設計画があること、②財源がないためその計画が保留であること、③財源として円

借款や民間スポンサーを期待していること、等が説明された。

２－２－４　佐藤団員報告（臨床研修）

(1) プロジェクト活動状況

１）全体運営

　資料および実際の視察の結果に基づき、実態を把握し、評価を行った。

２）1997年度の実施計画の確認

①専門家派遣

・長期派遣
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・短期派遣

②機材供与

③カウンターパート日本研修（日本派遣）

　(2)を参照。

３）1998年度

　協力対象科目の選定

４）PDMの導入

　近年 JICAが、各事業の効率的・効果的な運営管理および評価を行うためにPDMを導

入していることから、本プロジェクトにおいてもPDMを導入することとし、日中双方の協

議のうえ合意がなされた。

５）その他

　①日本派遣研修員の中国帰国後の勤務の態様、②中日医学教育センター付属病院（第三

病院）の充実、③供与機材の有効活用について、日中双方の協議のうえ合意がなされた。

(2) カウンターパート日本研修（日本派遣）面接について

１）面接の概要

　５名の候補者があった。このうち眼科のみ２名の候補があったため、面接のうえ１名を

選定し、計４名を選定した。

２）面接の詳細

①眼科の呂濤は、日本語能力検定試験１級に合格しているが、合格時点が古いせいか

（1989年）実際の日本語能力は必ずしも高くなく、次の徐明利との比較により、選定か

ら洩れた。

②同じく眼科の徐明利は、十分な日本語能力をもつものの、検定試験等の受験歴がなく、

実際の派遣（1998年１月）までに笹川試験等を受験しその結果を示すよう指示した。

③整形外科の謝林は、TOEFL 543点であり、実際の英語能力も十分だが、日本において

修練を行うことから最低限度の日本語を習得するよう指示した。

④呼吸器内科の張暁曄は、徐明利ほどではないがある程度の日本語能力をもっている。ま

た、検定試験等の受験歴がないため、実際の派遣（1998年１月）までに笹川試験等を受

験するよう指示した。

⑤医療情報学の楊振君は、中国政府の行う英語試験（LPT）312点である。実際の英語能

力は十分とはいえないが、日本において修練は行わないことから特段の指示はしなかっ

た。
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３）結論

①眼科の呂濤を除く４名を選定した。

②このうち医療情報学の楊振君は臨床修練を行わないため、特段の指示はしなかった。

③眼科の徐明利の実際の派遣（1998年１月）および外国人修練の申請（今秋か？）まで

に、笹川試験等の結果が判明するかどうかがひとつのポイントである。

４）今後について

　本調査団の、「カウンターパート日本研修（日本派遣）面接」が、結果的に外国人修練

制度の日本語能力の審査を兼ねていることに鑑み、佐藤より日中双方に対し口頭で次のよ

うな提案を行い、了承された。

①「カウンターパート日本研修（日本派遣）面接」を受けるものは、事前に『外国人修練

ガイドブック』に示す日本語能力試験を受けておくこと。

②『外国人修練ガイドブック』に示す、日本語能力試験が受験できない場合には、笹川等

その他の試験による評価もやむを得ないので、何らかの形で受験し、成績を得ておくこ

と。

③中国政府の行う日本語試験については、医事課で問題のレベルをチェックしたい。

→問題は原則非公開とのことであり、同席した中国政府衛生部担当官は検討するとの回

答。

④①、②のいずれも不可能な場合には、本面接後早急に何らかの試験を受験し、成績を得

ておくこと。

５）その他

①日本語能力試験の問題集を後日JICA経由で中国医科大学に送付することとした。

②最新版の『外国人修練ガイドブック（暫定版）』を寄贈。

③医事課試験免許室の運用指針である「臨床修練外国医師・外国歯科医師の許可基準」を

JICA経由で中国医科大学に送付することとした。
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３．３．３．３．３．交渉経緯交渉経緯交渉経緯交渉経緯交渉経緯

３－１　交渉経緯

　日中双方は、プロジェクトの実施計画の進捗状況に関し調査のうえ、活動状況、今後の計画、実

施上の問題点等を会議議事録に取りまとめた。

　実施上の問題点、課題および提言の項では、中日医学教育センター付属病院と第一病院間の保

管・協力体制の確立、供与機材の各診療科間・病院間での共同利用による有効活用の必要性など

が強調された。

　また、プロジェクトの効率的・効果的な運営管理および評価を行うため本プロジェクトにPDMを

導入することで合意し、会議議事録に添付した。

　なお、診断病理学および医療情報学の分野については、当初のプロジェクト活動計画にはない

分野ながら、その必要性が高いことから中国側より協力の要請があり、今回、R/Dの追記を行って

技術協力を行うこととした。
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